
ﾌﾟﾛｰ 9 河川の土砂動態特性の把握と河川環境への影響及び保全技術に関する研究 

 

 目的 

 河川・海岸では、近年、土砂移動の

長期的変動に起因する海岸侵食、河床

のｱｰﾏｰ化、みお筋の固定化等が進行し、

自然環境の劣化や生態系の崩壊が急速

に進行している状況が見られる。また、

排水路や下流の中小河川、ﾀﾞﾑでは、土

砂堆積の進行が施設管理上大きな課題

となる事例が生じており、これらの課

題を解決するためには、流域的な視点

から土砂移動のﾊﾞﾗﾝｽを是正する必要

がある(図-9.1～9.3)。 

本ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究は、この土砂移動ﾊﾞ

ﾗﾝｽの是正に資するため、河川における

土砂移動と土砂環境の関係および土砂

環境と生物環境の関係を把握するとと

もに、良好な土砂環境の制御技術を提

案することを目的としている。 

 目標 

①石礫河川における粒径集団の役割な

ど土砂動態特性の解明 

②ﾀﾞﾑ・農地等からの土砂供給・土砂流

出による河川環境・河川形状に及ぼ

す効果及び影響の解明並びにその

評価技術の提案 

③ ﾀﾞﾑ等河川横断工作物や農業用施

設等における河川環境に配慮した

土砂供給・制御技術の開発 

 貢献 

 「河川砂防技術基準（案）」等の技術

基準に反映することにより普及を図る。 

また、農地からの流出土砂量の推測ﾏﾆ

ｭｱﾙの作成と制御技術の提案を行い、土

砂堆積による排水路・小河川の機能不

全の防止に貢献する。 

 

 
図-9.1 土砂移動の長期変動に起因する流域での課題 

 

 

 
図-9.2 流域からの土砂の流出の影響を受けた河床 

 

 

  
国土交通省中部地方整備局ホームページから引用 

図-9.3 ﾀﾞﾑ湖における堆砂状況 
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

①石礫河川の土砂動態特性の解明 

河床材料の大粒径の影響および粒径集

団の役割を考慮した計算ﾓﾃﾞﾙについて検

討を行い、流砂量式での代表粒径の設定

において移動しない大粒径を対象から除

外する改良を行った平面２次元河床変動

ﾓﾃﾞﾙを構築した（図-9.4）。 

②土砂供給・土砂流出による河川環境・

河川形状への影響評価技術の提案 

改修時の川幅設定が洪水時の河床形態

や、平水時の河道の景観（瀬や淵）など

に与える影響について約 100河川を対象

に検討を行った。結果、河道特性量と河

道の景観との間に一定の関係がみられる

ことがわかった。しかし、ﾊﾞﾗﾂｷが生じた

箇所もあり、土砂供給量や地質にも影響

することを示した(図-9.5)。 

③ﾀﾞﾑ等河川横断工作物からの土砂供給

技術の開発 

流水型ﾀﾞﾑの上流に堆積した土砂が侵

食される過程で発生が懸念される濁水の

発生機構等を明確にするため、類似の状

況が形成される工事中の再開発ﾀﾞﾑの水

位低下時に現地調査を行った。また、小

型化した回転式ｹﾞｰﾄやﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄについて、

想定される土砂や流木による機能阻害の

状況を確認し、対策の方向性を検討した

(図-9.6)。 

④ 積雪寒冷地の大規模農地での土砂制

御技術の提案 

土砂流出ﾓﾃﾞﾙの検討のうち、農業農村

整備事業で利用されている USLEのﾊﾟﾗﾒｰ

ﾀについて、土壌係数は全道分布図を、地

形係数は GISを利用した算出方法を示し

た。また、分布型物理ﾓﾃﾞﾙの WEPPについ

て、積雪寒冷地の大規模農地流域で適用

可能であることを確認した(図-9.7)。 

図-9.4 通水後の河床材料厚比較 

図-9.6 水位低下に伴う濁水発生状況 

図-9.7 北海道における土壌係数(K)の分布 

図-9.5 河道特性量と河道の景観との関係 
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ﾌﾟﾛ-10 流域ｽｹｰﾙで見た物質の動態把握と水質管理技術 

 

 目的 

 総合科学技術会議は、「科学技術に関する基本

政策について」に対する答申（平成 22年 12月

24日）において、人の健康保護や生態系の保全

に向けて、大気、水、土壌における環境汚染物

質の有害性やﾘｽｸの評価、その管理及び対策に関

する研究の推進を位置づけている。 

また、閉鎖性水域の水質改善傾向の鈍化、水

質ﾘｽｸの増大の懸念等、未だに解決されていない

水質問題への対応は、河川環境を中心とした生

物多様性保全と自然共生社会実現のためには必

要不可欠であり、そのためには流域ｽｹｰﾙでの物

質動態を踏まえ、河川管理者や下水道管理者が

科学的根拠に基づき、適切な対応を行うことが

重要である（図-10.1）。 

  本研究は、流域ｽｹｰﾙの視点での問題解決手法

の提案を目指し、水環境中の水質ﾘｽｸ改善、生物

多様性の確保の観点から、各管理者が行う対策

技術の開発を目的としている（図-10.2）。 

 

 目標 

① 各土地利用における物質動態を統合した流

域ｽｹｰﾙでの水・物質循環ﾓﾃﾞﾙの構築 

② 流域からの汚濁負荷が閉鎖性水域の水質に

およぼす影響の解明と対策手法の提案 

③ 流域ｽｹｰﾙで見た水質ﾘｽｸの把握と対策技術

の提案（図-10.3） 

 

 貢献 

 本研究の成果は、流総計画指針の改訂や閉鎖

性水域の水質・底質への生活排水対策事業の効

果の評価のための基礎資料となるとともに、「今

後の河川水質管理の指標について（案）」、「下水

道に係わる水系水質ﾘｽｸへの対応方策（案）」等

のﾏﾆｭｱﾙの改訂に反映される。

 

図-10.1 COD 経年変化の例 

 

 

図-10.2 土砂動態を考慮した流域ｽｹｰﾙでの

栄養塩流出ﾓﾃﾞﾙの構成案 

 

 
図-10.3 目標③に関する研究ｲﾒｰｼﾞ 

 

流 入 負 荷
は 減 少 し
ているが、

湖内の水質
は横ばい状
態

霞ヶ浦のCOD値の推移

霞ヶ浦流入河川のCOD

湖内のCOD

１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

-24-



 

 

 

 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 流域ｽｹｰﾙで見た物質動態特性の把握に関する

研究 

 印旛沼流域を対象に河川水の窒素・酸素安定同

位体に着目することにより、出水時における栄養

塩類の流出機構の解明を試みた。その結果、降雨

開始に伴いδ15Nは低下、δ18Oは上昇したことを

確認した(図-10.4)。これは降雨に含まれる硝酸

性窒素や降雨に伴い畑地から流出する化学肥料

成分が寄与したものと思われる。また、降雨終了

8時間後には（図中の⑧）、ほぼ初期の状態に戻っ

た。 

 

② 流域からの汚濁負荷が閉鎖性水域の水質にお

よぼす影響の解明と対策手法の提案 

 霞ヶ浦（西浦）を対象として、台風による出水

前後の底泥調査結果より、雨天時の流入物質の栄

養塩の溶出特性を調査した。この結果、降雨後の

流入汚濁物の影響がより大きいと考えられる土

浦沖の底泥は、同じ降雨後の湖心底泥と比較して

栄養塩類・有機物の含有量は低いが、溶出速度は

高いことがわかった (図-10.5)。また、ｱｵｺの発

生状況と気温、日射量、降雨量、風向・風速等と

の関連性を調査した。 

 

③ 水環境中における病原微生物の対策技術の構

築に関する研究 

 病原微生物ﾘｽｸ対策技術の構築の一環として、

塩素、紫外線消毒による抗生物質耐性大腸菌の不

活化効果を評価した。塩素消毒では、Ct値を高め

ることで多剤耐性大腸菌の割合が上昇し、0 剤耐

性大腸菌の割合が減少する傾向が見られた（図－

10.6）。紫外線消毒では、不活化率の高まりとと

もに多剤耐性大腸菌の割合が減少し、0 剤耐性大

腸菌の割合が上昇した。消毒法の違いによって抗

生物質耐性大腸菌の消毒感受性が異なる可能性

が示唆された。 

 

 

 

図-10.4 δ15N-δ18O ﾀﾞｲﾔｸﾞﾗﾑ上の河川水 

 

 

 

図-10.5 霞ヶ浦(西浦)における栄養塩等の

底泥中含有量と溶出速度（嫌気条件） 

 

 

 

図-10.6 塩素消毒と大腸菌の抗生物質の感

受性割合 
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ﾌﾟﾛｰ 11 地域環境に対応した生態系の保全技術に関する研究 

 

 目的 

 様々な人間活動が、河川環境を介して動植物

の生態系に影響を及ぼしているが、人間活動と

の関係をとおして生態系を評価し、良好な河川

生態系保全を行うことが社会的に求められてい

る。 

このため、流域の生態系保全を、氾濫原も含

めたﾈｯﾄﾜｰｸの中で生産性と人とのつながりの 2

方向の視点から解明し、その評価手法を提案す

ることで、国土交通省の技術基本計画に掲げら

れている「健全な水循環と生態系を保全する自

然共生型社会」の実現に資することを目的とす

る(図-11.1)。 

 目標 

①流域からの濁質流出が河口域環境へ与

える影響の把握と管理技術の確立  

②河口海域における地形変化特性の評価

技術の提案  

③積雪寒冷沿岸域における生物の生息環

境の適正な管理技術の提案  

④氾濫原における生物多様性保全を、生

物の生理・行動学的視点から捉えた、流

域全体としての氾濫原管理技術の提案  

 貢献 

・流域ｽｹｰﾙでみた物質移動形態を把握、解明す

ることで、山地から沿岸域までを一連の系とし

た浮遊土砂管理技術の提案を行い、「河川管理施

設の設計指針」等に反映(図-11.2 11.3) 

・長期的視点からみた、干潟等の沿岸域の安定

的な保全管理に貢献 

・生態系保全技術を「河川構造物設計指針」等

に反映することで河川生態系の保全に貢献 

・河川流出による水産資源への影響を把握し、

沿岸環境の保全・管理技術をﾏﾆｭｱﾙ化することで、

より安定した水産資源の供給に貢献 

 

 

図-11.1 地域環境と人間・社会との関係 

 

図-11.2 流域ｽｹｰﾙでみた物質移動の様々な

問題（右上の衛星写真は ALOS「2006

年 8月 26日撮影」：JAXA提供、左下

の写真はﾎｯｷ貝） 

 

 

図-11.3 山地から沿岸域までの物質移動形

態と生態系への影響の把握・解明 

流域の濁質流出（水環境）

干潟・湿地の保全
（水環境）

積雪寒冷地河川の土砂
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水産生物の生息環境の評価
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 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

 

①海岸砂の生産源と粒径の時空間変化 

鵡川海岸において粒径ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと放射性同位体

ﾄﾚｰｻによる土砂生産源推定を行った。海岸砂の粒

径は、港ではさまれた区間において、河口からの

距離と波浪・河川流量の季節変化による細粒分の

挙動で説明できることがわかった。細粒分の主要

な生産源は主に中・上流域の付加体ｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ（ﾒﾗ

ﾝｼﾞ基質・堆積岩）や深成岩の地域であり、長期

的な海岸保全には、上流域からの土砂供給と沿岸

域の土砂連続性の重要性が示された(図-11.4)。 

②沿岸海底地形変化要因の分析 

河川から海域へ流出する土砂の量を明らか

にするため、河口前面海域の地形測量を高頻度

で実施した。流出した SS 成分土砂量と地形変

化量との関係を直線で近似するとその傾きは

約 0.3 となり、SS 成分土砂量の約 30 %に相当

する量の土砂が河口地形を形成する土砂とし

て供給されていると推定された(図-11.5)。 

③出水時の濁水が光環境に及ぼす影響の評価 

鵡川沿岸域の平水時・夏季出水時・融雪出水時

に得られた現地観測結果の解析を行った。平水時

と比較して出水時の濁水拡散は消散係数を増加

させる（観測値最大 3.5)。これは一般に用いられ

る Rileyの式では表現出来ないが、浮遊物質の土

粒子成分（SSa）で回帰可能であることがわかっ

た。これにより水域環境を評価する際の低次生態

系ﾓﾃﾞﾙの精度向上が可能となった(図-11.6)。 

⑤ 石狩川旧川群における生息魚種の変遷 

氾濫原に位置する石狩川旧川群での約 30 年間

の生息魚種の変遷を把握するため、25旧川で魚類

採捕調査を行い、既往調査（昭和 52 年）と比較

した。旧川群の生息魚種は、旧川間の差が減少し、

ほぼ同じ種構成に近づきつつあり、移入種の増加

がその大きな要因になっていることを明らかに

した(図-11.7)。 

 

図-11.4 河口からの距離と海岸砂の粒径 

 

 

図-11.5 SS 成分土砂量と河口前面海域の地

形変化量との関係 

 

 

図-11.6 光量子の鉛直分布と消散係数に対

するSSaの関係 

 

 

図-11.7 年代別魚種確認旧川数 
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ﾌﾟﾛ-12 環境変化に適合する食料生産基盤への機能強化と持続性のあるｼｽﾃﾑの構築 

 

 目的 

 積雪寒冷地である北海道は、長年にわたる農

業や水産の生産基盤整備によって、今日の国内

食料自給の多くを担っている。 

しかし、近年、地球規模の気候変動が予想さ

れ、食料生産現場では温暖化の影響や海象変化

の兆候が現れてきている。 

また、食料生産ｼｽﾃﾑは自然環境に加え、生産

構造の変化などの社会・経済的な環境変化にも

大きな影響を受ける。 

このため、これら環境変化に適合する食料生

産基盤の整備やそのｼｽﾃﾑの改善などの研究及

び技術開発などを行うことにより、持続的な食

料生産ｼｽﾃﾑの確立を目指すこととしている。 

 目標 

①気候変動が融雪水など水源水量や水田用水

など利用量に及ぼす影響を解明し、需要と供給

の変化に対応して安定的に利用できる農業用

水管理技術を開発する(図-12.1)。 

②地下灌漑施設を伴う大区画圃場水田地域に

おいて、土壌の水分・養分を適切に制御する圃

場灌漑技術及び限られた水資源を地域全体で

効果的に利用する配水管理技術を開発する(図

-12.2)。 

③大規模畑作地域において農地の排水性を確

保するため、農業用排水路の機能を適切に保全

管理していく機能診断技術を開発。 

④北方海域における基礎生産構造を解明し、漁

場の肥沃化や幼稚仔魚の保護育成等の生物生

産性向上のための技術を開発 (図-12.3)。 

 貢献 

 開発された技術や知見はﾏﾆｭｱﾙなどに整備さ

れ、国や地方公共団体等の施策に反映されるこ

とにより食料の安定供給に大きく寄与すると

ともに、地域全体の農業と水産業の持続的発展

に貢献する。 

 

（農業用ﾀﾞﾑでの積雪量監視技術など用水の安定供

給が可能となる管理技術の開発） 

 

図-12.1 現在・将来の積算流出量のﾊﾟﾀｰﾝ 

 

（大区画圃場における地下灌漑を活用した土壌の

水分・養分制御技術の開発） 

 

図-12.2 地下灌漑施設が附帯している 

大区画圃場 

 

（基礎生産構造を解明し、海域の肥沃化や幼稚仔魚

保護育成等の生物生産性向上のための技術開発） 

 

図-12.3 物理環境改変のための土木構造物 
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■ 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 農業用ﾀﾞﾑ流域の積雪水量推定技術の開発 

 農業用ﾀﾞﾑ流域における融雪期の積雪水量を近傍

の複数のｱﾒﾀﾞｽﾃﾞｰﾀで推定する手法を開発した。推定

式中の係数の合理的な決定方法を明らかにして、ﾏﾆｭ

ｱﾙ案を作成した。また、積雪期に西からの風が卓越

し、比較的積雪水量の多い地域で推定精度が高いこ

とを確認した(図-12.4)。 

 

② 泥炭水田輪作圃場の土壌中養分動態や水管理制

御に関わる現場技術の開発 

43 区画で合計 75ha の水田をﾓﾃﾞﾙとし、圃場の

水需要特性を反映させた配水ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行った。

同日に取水可能な水田面積割合等を示して、配水

管理技術のﾏﾆｭｱﾙ案を作成した(図-12.5)。 

また、地下水位の上昇・下降ﾊﾟﾀｰﾝと土壌中の無

機態窒素の動態の関係を解明し、評価する室内試

験法を確立した。この室内試験により、地下灌漑

水を 2 日間排水し、1 日間給水する地下水位制御

ﾊﾟﾀｰﾝが稲の根群域の無機態窒素を洗脱するのに

効果的なことを明らかにした(図-12.6)。 

 

③ 農業用排水路の機能評価手法の試案作成 

主な構成部材の健全度評価によって排水路

の施設全体の健全度を判定する機能診断手法

の試案を、20地点の連節ﾌﾞﾛｯｸ型排水路に適用

した。その結果をもとに連節ﾌﾞﾛｯｸ型排水路の

健全度指標の改良を行った。 

 

④ 北方海域における漁場整備による生物生産性

向上効果の試行的算出 

日本海北部沖合において生物生産性の向上に関

する現地観測を行い、整備効果を算出するための

数値ﾓﾃﾞﾙの検討を行った。ﾌﾞﾙｰﾑ期の鉛直混合によ

る基礎生産に及ぼす効果、ﾌﾞﾙｰﾑ末期における融雪

出水の効果及び栄養塩が枯渇する時期の栄養塩供

給効果について試算を行い、基礎生産量のﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

を示した(図-12.7)。 
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図-12.4 ｱﾒﾀﾞｽを用いた積雪水量推定手
法の適用性 
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ﾌﾟﾛｰ 13 社会資本をより永く使うための維持・管理技術の開発と体系化に関する研究 

 

 目的 

 これまでの社会資本維持管理のための技術開

発においては、調査・点検技術、診断・評価技

術、補修・補強技術等の個別要素技術が開発さ

れるとともに、それぞれを有機的に結合し戦略

的にﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄするｼｽﾃﾑが開発されてきた。しかし、

今後のｽﾄｯｸの高齢化、財政的な制約、安全確保

等を踏まえた場合、社会資本に求められる管理

水準を社会的な重要度等に応じて合理的・体系

的に差別化していくことが求められている。 

 本研究では、各種社会資本について、横断的

な観点から、それらの社会的影響度や要求され

る性能の違いを考慮し、管理水準に応じた合理

的な維持管理要素技術及びﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術を開発

することを目的とする。 

■ 目標 

①管理水準に応じた調査・点検手法の確立(図

-13.1) 

②健全度・安全性に関する診断・評価技術の確

立 

③ 多様な管理水準・構造条件・損傷状態に応じ

た効率的な補修・補強技術の確立(図-13.2) 

④ 管理水準を考慮した社会的ﾘｽｸ評価技術と、

これを活用したﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術の確立(図-13.3) 

■ 貢献 

① 損傷・変状の早期発見や、健全度・安全性を

適切に診断・評価するためのﾃﾞｰﾀ取得が可能と

なる。 

② 損傷・変状に対し、求める管理ﾚﾍﾞﾙに応じて

その安全性をより正確に、あるいは簡易に診

断・評価することが可能となる。 

③ 多様な条件に応じた適切で効率的な補修・補

強工法の選択が可能となる。 

④対象物の重要度、管理ﾚﾍﾞﾙ等に応じた補修・

補強ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの策定が可能となり、効率的な維持

管理を計画的に行うことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13.1 管理水準に応じた維持管理技術の

確立 

 

図-13.2 多様な管理水準・構造条件・損傷

状態に応じた効率的な補修・補強技術の確立 

 

 

図-13.3 社会的影響度と設備状態を考慮し

たﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術の確立 
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■ 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 擁壁等の土工構造物の管理水準を考慮した維

持管理手法の開発に関する研究 

道路ﾊﾟﾄﾛｰﾙなどの日常的な点検における、擁壁

等の異常を検出する手法の検討を行った。走行車

両からの写真により壁面形状を測量し、精度の高

いﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝでの測量との比較検討を行った(図

-13.4)。 

検討の結果、十分な写真枚数（6枚程度）を取得

できれば、走行速度の影響は小さいこと等を確認

した。 

② 落橋等の重大事故を防止するための調査・診断   

技術に関する研究 

 撤去 PC桁を対象とした載荷試験および解体調査

結果を反映させたﾓﾃﾞﾙを構築し、FEM解析を実施し

た(図-13.5)。 

その結果、鋼材の断面減少を反映させたｹｰｽで健

全時より約 20％の耐力低下が確認され、載荷試験

結果と概ね一致することが確認された。 

③ ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の長寿命化に向けた補修対策技

術の確立 

 ひび割れ注入工法において、施工時の低温環境

が注入充填性に及ぼす影響について確認するため、

模擬ひび割れ試験体による注入充填性試験を行っ

た(図-13.6)。 

その結果、ひび割れ内部の低温や凍結の影響を

受けて、注入材の流動性の低下等に起因する未充

填が発生することから、冬期の施工管理では、躯

体内部の温度管理が重要であることを確認した。 

⑤ ﾀﾞﾑの長寿命化のためのﾀﾞﾑ本体維持管理技術

に関する研究 

長期供用中のﾀﾞﾑでは、計測計器の劣化・故障等

により一部箇所での安全管理のための計測を中止

している事例がある。 

その現状を踏まえ、挙動が安定したﾀﾞﾑでも、安

全管理上長期的に計測を継続すべき箇所の考え方

について、実ﾀﾞﾑでのｹｰｽｽﾀﾃﾞｨｰ結果も踏まえて提

案した(図-13.7)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-13.4 擁壁点検でのﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗと 

ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝの比較の例 

 

 

 

 

 

 

 

図-13.5 撤去 PC桁の載荷試験結果と解析結

果との比較 

 
図-13.6 施工時低温環境とひび割れ注入充

填性に関する検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-13.7 長期供用ﾀﾞﾑでの安全管理計測項

目・箇所の選定ﾌﾛｰ例 
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③継目排水孔 
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の抽出 

 

 

 

 

 

継続して 

計測すべき

箇所の候補

の抽出 

 

 

計測項目 

対象ダム 

必要に応じた

計測の再開 

（追加） 

中止していた計測箇所の計測を再開または新規追加することを検討 

（強い地震を受けて新たに異常が見られた箇所がある場合など） 

 

計測装置 

④プラムライン 

①-1～①-4 

ダムの構造条

件からの抽出 

計測点の 

選定 

④-3 

大規模地震時対応

の観点からの抽出 

区画計測 

個別計測 

プラムライン以外の方法 

④-2 

既往計測結果等の検討 
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ﾌﾟﾛ-14 寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための技術開発 

 

 目的 

 気象条件などの厳しい積雪寒冷地における社

会資本ストックは、低温、凍結融解、地球温暖化に

伴う寒冷気象環境の変化および低温地域に分布

する泥炭性軟弱地盤等の影響を受け、構造物の

健全性や耐久性に深刻な問題を生じる場合が多

く、老朽化を防ぎその機能を維持するとともに

維持管理コストを縮減することが重要となってい

る（図-14.1）。この観点から本研究は、寒冷な

自然環境や特殊地盤条件下における構造物の適

切な施工法、劣化診断法、性能評価法および予

防保全策等の技術開発を行い、積雪寒冷地の安

全・安心かつ持続可能な社会づくりに貢献する

ことを目的としている。 

 目標 

① 寒冷な気象や凍害、流氷の作用に起因する

構造物の劣化に対する評価技術の開発と機

能維持向上のための補修・補強・予防保全

技術の開発（図-14.2） 

②泥炭性軟弱地盤の長期沈下予測法を活用した

土構造物の合理的な維持管理技術の開発（図

-14.3） 

② 積雪寒冷地における農業水利施設と自然環

境調和機能を有する沿岸施設の維持管理技

術の開発（図-14.4） 

以上の研究成果を、関連マニュアル等に反映し、普

及を図る。 

 貢献 

①構造物の安全性の向上と効率的な維持管理が

行われ、その機能維持に貢献する。 

②寒冷地における土構造物の安全性の向上及び

維持管理コストの低減が図られ、社会資本  

ストックの機能維持に貢献する。 

③積雪寒冷地における農業水利施設と自然環境

調和機能を有する沿岸施設の維持管理に貢

献する。 

 
図-14.1 日最低気温の極値(1979-2000 ｱﾒﾀﾞ

ｽ平均値) 

 
図-14.2 凍害・塩害による RC 壁高欄の複合

劣化 

 

図-14.3 泥炭地盤上の道路の不同沈下 

 

図-14.4 開水路の内部劣化の検出 
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25 年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 現場調査および実験で得られた壁高欄の劣

化程度と衝撃耐荷力の関係の整理 

点検データを総合的に判断し、その後の対策を

決定する維持管理方法の提案に向け、約 40 年

間供用された壁高欄を対象に目視、圧縮強度等

の劣化調査と切り出した梁型試験体の曲げ載

荷試験を行った。その結果、外観上著しい剥落

や広範囲での浮きがみられた試験体でも、設計

値と同等以上の耐力が確保されていた。一方で、

変形性能やひび割れ状況から推定したｺﾝｸﾘｰﾄ

と鉄筋の付着性能については、設計より低下し

ている部分も確認され、凍害と塩害の複合劣化

の影響が異なることがわかった（図-14.5）。 

② 海氷作用による鋼構造物劣化メカニズムの把握 

現地調査により沖側の海氷、氷内部にも固形

分（砂）の混入が確認されたが、これらは日射

で発熱した砂粒子の貫入過程が一因であること

がわかった。低温実験室において氷中の砂によ

る金属材料のアブレシブ摩耗試験を実施した。定常

状態における単位摩擦距離当たりの損耗量は、

介在砂の粒径や量に依存しないことがわかり、

摩耗量の推定が可能となった（図-14.6）。また、

一般的な防食工法の耐氷性確認のため、オホーツク海

に面した施設で冬期間暴露試験を実施したとこ

ろ、耐久性に課題があることが明らかとなった。 

③ 自然環境調和機能を有する寒冷地沿岸施設

の維持・管理手法の提案 

自然環境調和機能のうち藻場創出に関する沿

岸施設の維持管理技術に関して、現状分析およ

び機能低下の原因の一つであるウニの食害による

藻場消失を判断するための手法を提案した。ま

た、施設の維持・管理手法（施設改良、食害対

策）を策定するとともに、モデル的に現地施工を

実施し提案手法によるウニの活動抑制効果と藻場

の回復を確認した。さらに、自然環境調和機能

の確認のための評価要素を抽出し、藻場創出機

能の診断方法に関する検討を行った（図-14.7）。 

 

試験

体

No. 

外観変状 性能への影響度 

 耐力 変形 付着 

A 

1 剥落 ○ ○ ▲ 

2 剥落 ○ ▲ ▲ 

3 剥落・ひび割れ ○ ▲ ▲ 

B 

1 浮き ◎ ○ ◎ 

2 浮き ◎ △ ◎ 

3 浮き ◎ △ ◎ 

※凡例（設計値に対する比較）： 

 ◎（優） ○（同等） △（少し劣る） ▲（劣） 
 

 図-14.5 切出試験体の性能への影響度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14.6 人工氷中の砂の粒径別のｱﾌﾞﾚｼﾌﾞ損
耗量変化および自然海氷との比較 

 
 

図-14.7 地点別の海藻着生状況と食害生物 

0

2

4

6

8

10

12

14

0

20

40

60

80

100

120

140

St.1

小段

-4.0m

St.2

小段

-4.0m

St.3

小段

-4.0m

St.4

法面

-5.0m

St.5

法面

-7.0m

キ
タ

ム
ラ

サ
キ

ウ
ニ

個
体

数
(個

/m
2 )

海
藻

の
累

計
披

度
(%

)

その他の海藻

大型の有用海藻

キタムラサキウニ

0

2

4

6

8

10

12

14

0

20

40

60

80

100

120

140

St.1

小段

-4.0m

St.2

小段

-4.0m

St.3

小段

-4.0m

St.4

法面

-5.0m

St.5

法面

-7.0m

キ
タ

ム
ラ

サ
キ

ウ
ニ

個
体

数
(個

/m
2 )

海
藻

の
累

計
披

度
(%

)

その他の海藻

大型の有用海藻

キタムラサキウニ

未改良区 

改良区 

0

0.05

0.1

0.15

0 20 40 60 80

A
v
e

ra
g

e
 w

e
a

r 
(m

m
)

Friction distance (km)

0.798mm(river sand)
2.66mm
0.984mm
0.516mm
0.571mm
0.111mm

天然海氷 

海氷供試体の表面 

摩擦距離 (km) 

平 

均 

損 

耗 

量 

(mm) 

１（１）①社会的要請の高い課題への重点的・集中的な対応

-33-



 

 

 

ﾌﾟﾛｰ 15 社会資本の機能を増進し、耐久性を向上させる技術の開発 

 

■ 目的 

 人口減少、急激な少子高齢化や社会資本ｽﾄｯｸ

の老朽化・増大に伴う維持更新費の増加などに

より、新たな社会資本整備に対する投資余力が

減少する状況のなか、国民生活の安定化を図り、

地域経済を活性化させるためには、耐久性に優

れた社会資本をより効率的・効果的に整備して

いくことが求められている。 

 本研究は、設計の信頼性と自由度を高め、新

技術、新材料の開発・活用を容易にする性能設

計法の導入に必要な技術及び各種構造物の耐久

性を向上させる技術の開発を行い、効率的・効

果的な社会資本の整備に資することを目的とす

る。 

■ 目標 

① 新形式道路構造・土工構造物等の社会資本

の性能評価・性能向上技術の提案(図-15.1) 

 性能設計法が確立されていない新しい形

式の道路構造(橋梁ｱﾌﾟﾛｰﾁ部に人工材料を

用いた構造体、連続ｶﾙﾊﾞｰﾄなど)や土工構造

物の性能評価法の開発を行う。 

② ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物、橋梁及び土工構造物の耐久

性向上技術の開発(図-15.2) 

施工時における品質を確保することによ

りｺﾝｸﾘｰﾄ構造物、橋梁及び土工構造物の耐

久性を向上させる技術の開発を行う。 

■ 貢献 

 本研究成果を関連する技術基準、指針等に反

映させ、普及させていくことにより、性能設計

法の現場への導入が進み、効率的・効果的に社

会資本を整備することが可能となる。また、各

種構造物の耐久性の向上が図られ、社会資本の

長寿命化を図ることが可能となる。 

 

橋梁ｱﾌﾟﾛｰﾁ部に人工材料を用いた構造体 

 
連続ｶﾙﾊﾞｰﾄ形式の構造体 

 

土工構造物の例：補強土壁 

図-15.1性能評価法の開発を行う構造物 

 

図-15.2 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物の耐久性を確保するため

の検査ｼｽﾃﾑ 

 

 

図 1.2 ＸＸＸの概要 

 

 

盛土部
(土工構造）

橋梁部
（橋梁構造）
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評価できる
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（現状）
（本研究で想定する
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図 ○○の概要 
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■ 25年度に得られた成果(取組み）の概要 

① 性能規定化に対応した新形式道路構造の評価

技術に関する研究 

地震時の橋台の応答変位は、橋台背面に EPS

盛土を設置した場合(条件１)、盛土を設置しない

場合(条件 2)より、むしろ普通盛土を設置した場

合(条件 3)に近い挙動を示した。一方、条件 1 の

橋台天端の最大応答加速度は、条件 2と同様の傾

向となり、橋台本体部で応答加速度が増幅した。

また、地震時に橋台に作用する土圧は、条件 3に

比べて条件 1の中間床版位置での作用力が大きく

なった(図-15.3)。  

② 凍害の各種劣化形態が複合したｺﾝｸﾘｰﾄ構造物

の性能評価法の開発 

ｽｹｰﾘﾝｸﾞ・ひび割れが複合化した凍害の進行性

及び塩化物ｲｵﾝの浸透性について、夏季に受ける

乾燥・乾湿の影響に着目し、凍結防止剤を含む融

雪水に見立てた塩水を試験水に用いた凍結融解

試験と乾湿繰り返し試験を交互に行った結果、凍

結融解と乾燥・乾湿の交互作用によって生じる膨

張収縮挙動は、塩水と凍結融解の複合作用による

凍害の進行性と密接な関係にあることを明らか

にし(図-15.4)、ｽｹｰﾘﾝｸﾞ及び相対弾性係数の予測

式を検討した。 

③ 積雪寒冷地における冬期土工の品質確保に関

する研究 

積雪寒冷地における冬期盛土に関しては、盛土

の施工速度を速くすることで凍結回数が減少し、

凍結深さを縮減させることで冬期に凍上した盛

土の融解時間が短縮され、沈下を早期に収束でき

ることを確認した(図-15.5)。また、断熱材の利

用や非凍上性材料による盛土は、夜間休止による

変状の抑制に効果的であることを確認した。生石

灰系固化材による改良では、混合時の発熱を利用

することで、強度発現の可能性があることを確認

し、さらに凍結した部分を除去した後に転圧する

と、より強度が大きくなることも明らかになった。 

 

図-15.3 地震時の最大土圧（L2加震時） 

図-15.4 凍結融解乾燥とｽｹｰﾘﾝｸﾞ量 

 

図-15.5 施工速度と凍結深さの関係 
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ﾌﾟﾛｰ 16 寒冷地域における冬期道路のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上技術に関する研究 

 

 目的 

社会資本整備を取り巻く社会情勢が変化する

中で、豊かで質の高い国民生活を支え、地域の

活力を引き出すためには、道路交通が担う機能

を効果的・効率的に維持・向上させる戦略的な

維持管理技術の導入が重要である。特に寒冷地

域では、冬期道路の機能維持・向上に向けて、

投資と機能が均衡する管理技術が求められる。 

本研究では、寒冷地域の冬期道路のﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ

の維持・向上に最も影響を与える要素として、

冬期路面水準の評価・判断支援技術の開発、除

雪効率化向上のための技術開発（図-16.2）、冬

期歩道の安全性・信頼性向上技術の開発および

冬期交通事故対策技術の開発に取り組む。 

 目標 

①冬期道路管理の効率化、的確性向上技術の開発 

（図-16.1） 

②冬期歩道の安全性・信頼性向上技術の開発 

③冬期交通事故に有効な対策技術の開発 

 （図-16.3） 

 貢献 

効率的で的確な冬期路面管理の支援技術およ

び冬期歩道の雪氷路面処理技術等の開発を行い、

その成果が「冬期路面管理ﾏﾆｭｱﾙ」等に反映され

ることにより、積雪寒冷地における冬期道路管

理の効果的・効率的な事業実施および冬期の安

全快適な歩行環境整備等に貢献する。 

また、積雪寒冷地におけるｽﾘｯﾌﾟによる正面衝

突事故、郊外部において重大事故に至りやすい

路外逸脱事故の防止対策として、車両への衝撃

が少なく、設置・維持補修が容易なたわみ性防

護柵の技術開発を行い、車線逸脱事故削減に貢

献する（図-16.4）。

図-16.2 除雪作業効率の分析・評価（ｲﾒｰｼﾞ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 4.1 激甚化する  図 4.1 最深積雪の 
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図 4.2 吹雪視程障害予測技術の開発 
 

 

 

 

 

 

 

 
図 4.3 吹雪障害の路線としての危険度評価

技術の開発 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 湿雪雪崩の危険度評価技術の開発 

 

図 4.4 湿雪雪崩の危険度評価のイメージ 

 

図 4.1 ＸＸＸの概要 
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図-16.1 連続路面すべり抵抗値測定装置(CFT) 
およびﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の例 

  

除雪機械 
  

除雪機械の作業情報 

図-16.3 縦断勾配の違いと評価値の関係 

 

図-16.4 車線逸脱防止対策技術の導入例 
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 25年度に得られた成果の概要 

① 冬期路面管理水準の判断支援技術の開発 

冬期路面管理水準の妥当性の検証するために、

連続路面すべり抵抗値測定装置(CFT)を用いて現

道における路面すべり抵抗ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査を行った。

また、路線のすべり特性を説明するための基礎的

分析を行い、すべり分布の再現性を気温と降雪の

有無により検証した。 

② 効率的な冬期路面管理のための複合的路面処

理技術の開発 

密粒度舗装を対象として野外走行試験を実施

し、すべり抵抗値、路面氷膜厚、塩濃度等を測定

し、その結果から路面氷膜厚とすべり抵抗値の関

係を明らかにして散布後のすべり抵抗値を推定

する手法を構築した（図-16.5）。 

③ ICTを活用した効率的、効果的な除雪ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

技術の開発 

除雪機械稼働情報を可視化し、除雪作業効率を

分析・評価する、「除雪作業効率分析・評価手順

資料（案）」を作成した。また、除雪機械稼働情

報をｼｽﾃﾑ上で可視化する「可視化機能」を開発し

た(図-16.6)。 

④ 積雪期における安心・安全な歩道の路面管理

技術の開発 

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ区間の縦断勾配設計に関し歩行実験に

よる主観的評価（図-16.3）を行った。また、雪

氷路面処理装置の排雪機能と不陸追従性の向上

を図り、性能確認試験を実施した（図-16.7）。さ

らに、すべり止め材散布技術および雪氷路面処理

装置の効果を歩行実験により検証した。 

⑤ 郊外部における車線逸脱防止対策技術の開発 

23 年度に開発した高速道路用柵に続き一般道

路用柵の性能確認試験（図-16.8）を平成 26 年 3

月に実施した結果、防護柵設置基準のすべての基

準値を満足し一般道路用の新たな防護柵の開発

に成功した。大型車用ﾗﾝﾌﾞﾙｽﾄﾘｯﾌﾟｽについては冬

期路面状況下での被験者走行実験を行い、警告効

果と安全性の観点から技術仕様を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 HFN：CFTから得られるすべり抵抗値．値が大きい程 

すべり抵抗が大きいことを示す． 

HFN=100→乾燥路面，HFN＜45→圧雪，凍結路面 

図-16.5 路面氷膜厚とすべり抵抗値 

図-16.7 雪氷路面処理装置の性能確認試験 

図-16.8 一般道路用柵の性能確認試験 

 

図-16.6 可視化機能を用いた 

除雪情報の可視化例 
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【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究成果例】ﾌﾟﾛ-3 耐震性能を基盤とした多様な構造物の機能を確保するための 

研究 

【津波の影響を受ける橋の挙動と抵抗特性に関する研究】 

 

■津波に対する橋の挙動メカニズムの

解明 

津波が作用する時の橋の挙動を再現

できるように、1/20の大規模な模型を

用いた水路実験を行った（図-1）。これ

により、津波が橋桁に到達する時の津

波の特性や橋桁の断面特性の違いに応

じた橋に生じる挙動のメカニズムを解

明した。 

■橋に影響を及ぼす津波の作用状態

と橋に作用する力の評価手法の提案 

上記の水路実験の結果や、橋に津

波が作用したときの実際の映像等を

基に、橋に大きな影響を与える津波

の作用状態として、図-2 に示すよう

な 3つの状態があることを明らかに

した。そして、それぞれの状態に対

して、津波により橋桁に作用する力

を評価する手法を、水路実験の結果

との比較に基づいて提案した。さら

に実際に津波により浸水した橋梁

（別途、津波特性と橋の構造条件が

明確に判明している 9 橋）を対象と

して、提案した手法を用いて被災の

判定を行った（図-3）。その結果、橋

桁が流出した橋梁では、水平又は鉛

直方向に生じた支承反力のいずれか

が、その耐力を上回っていた。逆に

橋桁が流出しなかった橋梁では、水

平及び鉛直方向に作用する支承反力

は、共にその耐力を上回らない結果

となった。これらの結果より、提案

した手法により実際の被害と整合し

た評価ができることを実証した。 

津波を模擬した波

橋の模型

橋桁に津波が作用した瞬間の流れ

橋桁の断面形
状を変化させて
実験

津波が橋脚天端に到達した状態

水位上昇

段波状の津波

津波が橋桁の上を通過している状態
（状態Ⅱ）

津波が橋面に到達した状態（状態Ⅰ）

→桁が裏返って流出

水位上昇

橋桁が完全に水没した状態（状態Ⅲ）

段波状
の津波
発生

→桁が裏返らずに
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図-1 水路実験の全景と橋桁周辺での津波

の流れ 

図-2 橋桁に大きな影響を与える津波の作用

状態 

図-3 支承部の耐力評価と実橋での被災状況との整合性

の検証 
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【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究成果例】ﾌﾟﾛ-8 河川生態系の保全・再生のための効果的な河道設計・河道管

理技術の開発 

【河川生態系と河川流況からみた樹林管理技術に関する研究】 

近年、河道内の樹林域の急速な増加は、河積阻害による流下能力の低下など治水上のﾘｽｸ

を高める一方で、河川特有の植物生息地の減少等生物多様性の低下が危惧される。治水上行

われる樹林伐採は、河道内に樹林が顕在化し、治水上のﾘｽｸが高まった場合に対応されること

が多く、伐採量が多くなりがちで、費用の増加へと繋がっているほか、伐採等を行った後、

速やかに再樹林化する場合があるなど課題も多く、効果的な管理の方法が求められている。 

■樹林成長や群落形成に影響を与える物理・化学的要因の解明 

 樹林化で問題となるﾊﾘｴﾝｼﾞｭに着目し、その成長・群落形成と物理環境要因・化学的要因と

の関連性について検討した。物理環境としては、冠水頻度が低く河床変動量が少ない安定し

た陸域にﾊﾘｴﾝｼﾞｭが侵入しやすいこと、化学的環境としては、土壌中窒素含有量が 1ug/mg 以

上の区域に侵入しやすいことが判った（図-1）。 

■伐採方法等の違いが河川植生に与える影響の

解明 

 主要な河道内樹林化要因樹種であるﾔﾅｷﾞ、ﾊﾘ

ｴﾝｼﾞｭ、ﾀｹを対象に、伐採方法の違いが河川植生

に与える影響の解明を行った結果、ﾔﾅｷﾞは環状

剥被と覆土により完全に萌芽再生を抑制でき、

ﾊﾘｴﾝｼﾞｭは環状剥被・伐採・除根により株萌芽を

概ね抑制できること、ﾀｹ類は伐採・除根・天地

返しを組み合わせることにより株萌芽をほぼ抑

制できることを明らかにした。 

■伐採後の流況変化が周辺環境に与える影響の

解明 

 阿賀野川水系阿賀川と五ヶ瀬川水系北川にお

いて河床変更計算を用いて大規模な出水時での

樹林伐採による流況変化と周辺環境に与える影

響を評価した。樹林は平面流況に大きな影響を

与え、流速の増加（阿賀川）・低減（北川）の両

方の機能を持つことを明らかにした（図-2）。ま

た、河床勾配の大きい阿賀川では水面購買の変

化に伴う流速増加に、北川の湾曲河道では流線

の変化に注意して、樹林抑制の計画を立てるべ

きことを明らかにした。 

■河川樹林管理の技術提案 

 伐採後の再生・成長とﾄｰﾀﾙｺｽﾄを考慮し、最適

な河川樹林管理方法を提案した（図-3）。 

 

図-1 ﾊﾘｴﾝｼﾞｭの侵入と成長の機構 

 

図-2 河床変動計算による阿賀川の流速変化 

 

図-3 最適な河川樹林管理方法 
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【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究成果例】 ﾌﾟﾛ-12 環境変化に適合する食料生産基盤への機能強化と 

持続性のあるｼｽﾃﾑの構築 

【田畑輪作を行う大区画水田における灌漑排水技術と用水計画手法に関する研究】 

北海道内の水田地帯では、戸当たり農地面積の拡大が進んでい

る。そのため、労働生産性の向上を目指して、地下潅漑の可能な

大区画水田の整備が行われている（写真-1、図-1）。整備による圃

場条件の変化によって直播栽培など新たな栽培方式の導入が始ま

っており、水田への取水の量・時期に変化が生じている。本研究

では、このような水利用特性や用水量の変化の把握と、それらの

水需要に対する安定した用水供給技術の開発に取り組んでいる。 

 整備後の水田では、従来からの地表灌漑のほか地下からの灌漑

が可能である。地下灌漑では、約 10mの間隔で水田の長辺方向に

埋設されている暗渠管を通じて用水が供給される（図-2）。地下灌

漑時の地表面ｽｹｯﾁによって、水田中心部でも周縁部に大きく遅れ

ることなく湿潤状態にできることを確認した。また、地下水位の

観測によって、下層土や作土での用水の移動ﾊﾟﾀｰﾝが明ら

かになった。水稲を連作している水田では、用水は砂利

による暗渠埋戻し部を満たした後、速やかに作土層で水

平方向に拡がった。一方、数年間の畑地利用の後に水稲

作を行った水田では、下層土に乾燥亀裂が生じているた

め、用水の移動ﾊﾟﾀｰﾝは連作田と異なっていた。このよう

な用水の移動ﾊﾟﾀｰﾝの違いが用水量に与える影響は、今後

定量的に分析する。 

地表灌漑の場合は用水の流入部付近で圃場内に向かう

水の流れが生じるのに対し、地下灌漑では圃場面で生じ

る水平方向の流速は小さい。地下灌漑が可能であれば、

活着前の種子が流されるおそれが小さいために、直播栽

培が容易になる。調査地区では直播栽培が徐々に拡大

している。圃場の水管理調査結果では、移植栽培圃場

と直播栽培圃場での取水の特徴の違いが明らかになっ

た（図-3）。一般的な栽培方式である移植栽培では代か

きや移植の時期に大量の用水が必要であるのに対し、

直播栽培圃場では種子が活着するまでの浅水管理（作

土を湿潤状態に保つための約 1週間おきの灌漑）が、

取水強度や 1回ごとの取水量の点からみて大きいことがわかった。移植栽培と直播栽培で水

需要の大きな時期が重なる場合には、地域の配水に支障が出る可能性がある。そのため、約

70ha規模の配水区域を事例とした配水ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝを行って、その結果を用いて配水管理技術の

ﾏﾆｭｱﾙ案を作成した。 

地表灌漑

暗渠管を利用した地下灌漑・排水

地表排水

地下水位を制御
できる水閘

用水路

排水路

大区画水田の長辺（260m程度）

図-1 整備後の水田の灌漑排水ｼｽﾃﾑ 

図-3 栽培方式別の圃場取水（平成 23 年） 
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取水前の状態

初期の地下水位

水稲を連作している水田の場合 畑作物から水稲作に戻した年の
水田の場合

暗渠排水

（地下灌漑ではこの管を
通じて用水を供給する）

作土
下層土

・下層土の透水性が低いため、
下層土よりも作土層への用水
の到達が早い。

・下層土に畑作期間中の乾燥によ
る亀裂があるため、用水は下層土
に浸透した後、作土に供給される。

暗渠埋戻し部

地下灌漑の実施

写真-1 水田の大区画化
（写真は北海道開発局による） 

260m

整備前

整備後

同じ区域

写真-1 水田の大区画化 

（写真は北海道開発局による） 
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【ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究成果例】ﾌﾟﾛ-14寒冷な自然環境下における構造物の機能維持のための 

技術開発 

【融雪水が道路構造に与える影響及び対策に関する研究】 

積雪寒冷地においては、融雪期の融雪水や凍結

融解作用が道路舗装に大きな影響を与える。将来

的には気候の変動幅が拡大するとの指摘もあり、

舗装の老朽化もあいまって融雪期の舗装の損傷が

顕著になることが予想される。本研究では、融雪

水に強い舗装補修材料と工法の開発ならびに、融

雪水や凍結融解作用が舗装体に及ぼす影響を検証

し、融雪水の影響を考慮した舗装構造と設計手法

に関する技術開発を行うことを目的としている。 

■融雪水に強い舗装補修材料と工法の開発 

 常温混合物ならびに加熱混合物によるﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ

補修の耐久性を実道において調査した結果、全天

候型常温混合物の施工後一か月後の残存率は 50

～70％程度と概ね良好であること（図-1）、脆弱部

除去を行った場合や加熱混合物を使用した場合の

施工後一か月後の残存率は 80％程度に改善する

ことを確認した。 

■融雪水の影響を考慮した舗装構造と設計手法の

提案 

融雪水の影響を検討した結果、水分が存在する

条件の下でｱｽﾌｧﾙﾄ混合物が凍結融解を受けると、

空隙に浸入した水が凍る際に体積膨張し、凍結と

融解を繰返すうちに空隙が拡大し、それに伴って

安定度、摩耗抵抗性、骨材飛散抵抗性などが低下

するものと推測された（図-2）。 

 また、これまでの検討結果を踏まえ、北海道に

おける道路舗装の耐久性向上を図るために、道路

管理者などと共同で「北海道における道路舗装の

耐久性向上と補修に関する技術ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」を作成

した（図-3）。ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸは当研究所ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公開

し普及を図った。ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ数は公開後約 3 か月が

経過した現時点で 1300 件を超えており、現場技術

者の間で有効に活用されていると考えられる。 

 

 

図-1 全天候型常温混合物の残存率 

 

 

図-2 凍結融解を受けた混合物の変化模式図 

 

 

図-3 作成したﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの表紙と目次 

施工方法：①水分や土砂の除去のみ
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